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研究成果の概要（和文）：本課題の目的は、子ども虐待防止のための周産期における配偶者間DVのアセスメントと支援
プログラムを作成することである。周産期においてDVアセスメントを行う看護職への面接、児童相談所への通告事例の
分析から、通告事例の約半数に夫婦不和・DVがあるが、周産期において把握できていないことが明らかとなった。これ
らの結果を基に、専門家会議（行政、民間支援団体、臨床心理士、弁護士など）において看護職への教育プログラムを
作成・実施し、DVのスクリーニングの導入を図った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to create an assessment and support program for 
spousal domestic violence (DV) in the perinatal period for child abuse prevention.
DV assessments performed by nurses in the perinatal period and the cases that were supported by child 
consultation centers were analyzed. The results showed that in about half of the supported cases, there 
was marital discord&middot; DV. Furthermore, the marital discord&middot; DV had not been identified in 
the perinatal period in most of the cases.
Based on these findings, an education program for nurses about DV support was created and implemented by 
a panel of experts (government, private support groups, clinical psychologists, lawyers, etc.) and DV 
screening system was introduced.
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１．研究開始当初の背景 
(1) 研究者の実践活動 

徳島大学病院では平成 16 年から子ども
虐待・DV 対策委員会を設置し、「要支援家
族の連携支援」を行っている。研究者は大
学病院周産母子センターで毎週 1回行われ
る要支援家族のアセスメントおよび支援
に関するカンファレンス、月に 1 回開催さ
れる地域との事例検討会に参加し虐待予
防活動を行っている。 

(2) 周産期におけるアセスメントの妥当性
の検討からの課題 
周産期におけるアセスメントの妥当性

を検討する目的で、児童虐待対応事例の周
産期から要支援家族としての把握、支援の
有無の検討を行った。平成 22 年度 4 月か
ら 12 月の間に、子どもの女性相談センタ
ー１施設において、対応した 3 歳未満の 50
例（実人数 42 例）について、徳島県の協
力のもとに調査を行った。周産期から支援
があったのは 3 例であり、支援がなかった
のは 39 例であった。周産期に把握できて
いない事例に、配偶者間 DV による心理的
虐待事例 11 例と最も多いことが明らかと
なった。通告経路は警察であり、家族が危
機的状況で発見されている現状があった。 

(3) 国内の研究の動向 
日本の医療施設における DV 被害者支援

の現状調査では、潜在的な被害者を見つけ
るためのスクリーニングがほとんど実施
されていないこと、DV 被害者への対応の
困難さが明らかとなっている１）。周産期に
おける被害者支援に関する研究は見当た
らない。 

  
２．研究の目的 

家庭内のドメスティック・バイオレンス
（DV)の目撃は、子どもにとって心理的虐待
となる。しかし現状とし ては、子どもの虐
待防止のために周産期において配偶者間 DV
のアセスメントや支援は十分ではない。本研
究では、子ども虐待防止のための周産期にお
ける配偶者間 DV のアセスメントと支援プロ
グラムを構築する。  
 
３．研究の方法 
(1) 産科外来において妊婦が記入する「子育

ての準備はできていますか？」の記載内
容の中から、心配なこととして、夫に関
するものについて調査する。妊婦が夫に
関する不安をあげる割合を統計的に分

析、不安内容を質的に分析する。 
(2) 徳島大学助産師外来、周産期母子センタ

ーにおいて、助産師への半構成的面接を
行い、配偶者間 DV のアセスメント、把
握状況と課題を明らかにする。 

(3) 3 歳未満の児童相談所への通告事例の調
査分析を行い、配偶者間 DV による心理
的虐待の現状と DV 発生時期、家族の特
徴を明らかにする。 

(4) （１）～（３）の結果をもとに、子ども
虐待防止のための配偶者間 DV のアセス
メント方法を試作する。 

(5) DV 対策と支援に関する文献検討、およ
び専門家会議により徳島県内での実際
に即した周産期からの支援プログラム
を考案する。 
 

倫理的配慮 
これらの研究は徳島大学臨床倫理委員会

の承認を得て行った。 
 

４．研究成果 
(1) 産科外来において妊婦が記入する「子育

ての準備はできていますか？」の記載内
容の分析から、妊婦自身による配偶者間
DVの相談はほとんどなく、妊婦のDVの自
覚、相談体制の課題が明らかとなった。 
 

(2) 助産師外来で勤務する助産師へのインタ
ビューからは、妊娠という慶事の状況の
中でDVについて話をすることへのためら
い、助産師のDVに関する知己の不足、夫
婦での受診の場合の妊婦のみと話をする
ことの困難さ、プライバシーを確保でき
る場所の問題等が明らかとなった。 
 

(3) A県内の3才未満の通告事例の分析から、
平成25年度における通告事例のうち夫
婦不和・DVがみられたのは約半数であっ
た。DVによる心理的虐待は他の虐待分類
に比較して月齢が低いこと、通告経路は
警察、主な虐待者は実の父親であること
が明らかとなった。また、DVのある家族
は児童相談所への通告以前に公的支援が
ほとんど受けられていなかった。心理的
虐待を受けた子どもの約30％に社会性
の発達に問題がみられ、さらに虐待状態
の期間が長い児では、子どもの問題の発
生率も高いことが明らかとなった。 
 

(4) （１）～（３）の結果をもとに、産科外
来でのDVスクリーニングは自記式の質問



用紙と、個室での面談によるアセスメン
トを併用することとし、アセスメントシ
ートを作成した。 
 

(5) 徳島県内の児童相談所の専門員、DV対策
支援を行うNPO法人および弁護士に研究
協力を依頼し同意が得られたもので専門
家会議を開き、周産期おける支援方法に
ついて検討し、DV対応の流れ図を試作し
た。 
 

(6) 周産期における DVの把握と支援に関す
る研修会の実施：平成25年度の看護職へ
の面接調査から、周産期におけるDVの把
握のためには、看護職者へのDVに関する
知識や支援技術の向上が必要であること
が明らかとなっている。また文献検討か
らは教育方法として、看護職者が参加し
やすいWEBミーティングシステムの活
用や複数回の研修が有効であることが明
らかとなった。そのため、A県内の複数
の産科病院に協力を得て、WEB 研修会
を4回シリーズで開催した。研修内容は調
査結果を基に専門家会議（行政、民間支
援団体、弁護士など）で検討し、A県の
DVの現状、司法的対応の理解、DV被害
者の支援方法、DV被害者の心理支援を含
む内容とした。これらの研修会の内容を
報告書にまとめ、県内の産科病院に配布
した。 
 

(7) 周産期におけるDVのスクリーニングの
試行： DVのスクリーニングのためのア
セスメント方法案を提示し、研修会を受
講したA県内の2つの産科病院での試行
を開始した。 
 

今後の展望 
 今後、周産期における DV スクリーニング
による把握の頻度、および支援状況を検討す
る必要がある。また、長期的には、徳島県内
の DV 目撃による子どもの心理的虐待の通告
が減少に転じるのかどうかを調査していき
たい。 
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